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第四次荒尾市行政改革大綱実施計画における       

平成２５年度の重点取組項目 
 

（はじめに） 

 第四次荒尾市行政改革大綱が策定から３年目を迎え、各取組項目について一定の進捗が見られ

る状況である。しかしながら、実施済となっている項目の中にも、更なる発展的な取組ができるものが

あれば、積極的に取り組む必要がある。そこで、平成２４年度末時点で、一部実施又は未実施となっ

ている項目の内、本市の行政改革の更なる推進を図るためにも、以下の項目を平成２５年度の重点

取組項目として定め、確実な実施を目指す。 

 

『１３．行政経営システムの構築』 （平成２４年度から継続） 

  （行革大綱に定める取組内容） 

市民志向、成果志向を基本に、全庁経営方針に基づく部・課等の目標設定、評価、市民満足

度調査などを一体化した「行政経営システム」を構築する。 

  （これまでの取組内容） 

第５次荒尾市総合計画の策定に合わせて、平成２２年度に市民アンケートを実施しており、今後

は施策毎の重要度や満足度を調査するため、毎年調査を実施する予定である。また、財務会

計システムの更新に伴い、本システムの拡張機能として行政評価システムを導入した。 

  （平成２５年度の取組み予定内容） 

総合計画と予算との連動を図るため、事業内容と予算科目の整理を行い、行政評価の枠組み

を再構築する。その後、評価結果やアンケート調査結果等に基づく全庁経営方針の決定や、

部・課等の目標設定に関する工程の確立を目指す。 

 

『５９．公立保育所の今後のあり方』 （実施計画内容改定） 

  （行革大綱に定める取組内容） 

「公立保育園のあり方検討委員会（仮称）」を設置し、公立保育園の今後のあり方について方針

を決定する。１園を民営化し、１園を公立として当面存続することが望ましいとの「荒尾市公立保

育所あり方検討委員会」の提言を受け、保育所の民営化を進める。 

  （これまでの取組内容） 

平成２３年３月に「荒尾市公立保育所あり方検討委員会」を設置し、４回の審議を経て平成２４

年１月に市長へ検討結果を報告した。検討委員会からの、１園を民営化し、１園を公立として当

面存続することが望ましいとの提言を受けて、万田保育園を廃止し、民設民営の保育所を新設

する方針を決定した。なお、清里保育園については、保育需要の動向や子ども子育て新システ

ムの動向を注視しながら、万田保育園の廃止後、５年程度をめどに民営化又は廃止を検討す

る。 

  （平成２５年度の取組み予定内容） 

民営化選定委員会を設置し、条件等の検討、民設民営引受法人等の選定を行う。 
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『６１．アウトソーシング推進計画の策定』 （平成２４年度から継続） 

  （行革大綱に定める取組内容） 

アウトソーシングの基本的方針及び具体的な取組み計画を策定する。また、し尿処理業務、   

及び、ごみ収集業務については、アウトソーシング計画に基づき民間委託化を推進する。 

  （これまでの取組内容） 

し尿処理業務については、発注仕様書、契約書の作成、入札までの工程等の検討を行っている。

また、平成２３年度から、し尿収集の減車に伴う合理化特例法に準じた協定を締結し、し尿収集

業務車両１台を減車し、ごみ収集業務１台への業務転換委託を実施した。 

  （平成２５年度の取組み予定内容） 

組織編成や業務配分等を考慮しながら、関係課との協議や業務の洗い出しを行い、民間委託

が可能な業務を取りまとめ、アウトソーシング推進計画を策定する。 

 

『国民健康保険特別会計の経営健全化（９３・９４・９５）』  

  （行革大綱に定める取組内容） 

国民健康保険加入者の健康の保持・増進を図る保健事業の充実やレセプト点検の充実強化な

ど、医療費適正に向けた取組みを推進する。また、戸別訪問等による特定健診・特定保健指導

受診率の向上等を推進し、国民健康保険事業の安定的運営の確保と保険財政の健全化を図

る。 

  （これまでの取組内容） 

○加入者の高齢化や医療技術の高度化により医療費が逓増しているのに対し、国保税収はほ

ぼ横ばいで収入不足の状態であったため、国保財政調整基金の取崩などにより運営を行ってき

たが、平成２４年度には基金を使い切ってしまうことが見込まれたため、約１９％の税率引き上げ

改正を行った。 

○医療給付費を適正化し、国保財政の健全化を図ることを目的に、生活習慣病等の予防や疾

病の早期発見による重症化を防ぐことにつながる健診（検診）の受診率の向上に取り組んでおり、

平成２３年度から、集団健診においては、特定健診と各種がん検診等とを同時実施している。ま

た、緊急雇用創出事業を活用し、非常勤職員を２名増員し、未受診者に対して、電話や訪問に

よる受診勧奨を行っている。平成２４年度には、一部負担金を半額にし、３５～３９歳までの若年

層も特定健診と同等の健診を受診できることとした。 

○平成２３年度からレセプト点検業務を非常勤職員から民間事業者への委託に変更し、職員の

退職などによる業務水準の低下を防ぐ取り組みを実施。 

○平成２３年度に策定した荒尾市健康増進計画に基づき、管理栄養士による健康相談事業や

本市のご当地アイドル「ＭＪＫ」を健康ＰＲ隊として任命するなど、健康意識の啓発活動を実施し

た。 

  （平成２５年度の取組み予定内容） 

特定健診の更なる受診率向上を図り、予防医療・重症化防止による医療給付費の適正化を推

進するため、次の事業を実施する。 

・４０歳、５１歳、６１歳の被保険者の特定健診の無料化 



 

3 

 

・集団健診の実施回数を年１回から年２回に増加 

・集団健診の申込書送付時に返信用封筒を同封 

・特定健診受診者や特定健診情報（人間ドック・治療中の情報）の提供者に対する記念品等の

贈呈 

・国民健康保険税の収納率の向上（特に口座振替の加入促進や若年層の納税意識啓発） 

 


